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 選択肢集合の拡大過程を対象に，情報処理アプローチと費用便益アプローチの知見を整理し，それぞれ

のアプローチの核心的な部分を抽出して，一つに統合した概念モデルを提案した．そして，買い物などの

非日常交通の目的地選択問題に適用して，行動データと心理データを併用し，概念モデルの検証を行った．

結果より，費用便益アプローチに基づき提案した選択肢集合拡大前後の期待効用の増分が選択肢集合の拡

大に正の影響を与える；情報探索アプローチに基づき提案した現有選択肢に対する満足度が情報探索の活

発さに影響する；選択肢集合拡大の便益が高い場合でも情報探索が伴わないと新選択肢への関心が発生し

ないという三つの仮説が同時に支持され，両アプローチの有効な融合が実現できた． 
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1.  はじめに 
 
 交通需要予測に使われる非集計モデルにおける選択肢

集合の扱いは従来からの難題である．特に，買い物・レ

ジャーなど非日常交通の場合に，目的地として物理的に

設定可能な場所は無数に存在し，すべての可能な目的地

をモデルに導入すると膨大な計算処理能力が必要とされ，

実質的にパラメータの推定が不可能となる．また，意思

決定者がすべての可能な場所を目的地として比較したう

えで選択するという仮定も理論的に妥当ではない．この

問題に対し，複数の目的地を統合して一つの目的地とす

る1)，選択肢集合を何らかの仮定に基づいて限定するな

どの対応手法が開発されてきた2), 3), 4), 5)．しかしながら，

これらの研究では選択肢集合は個人の持つ状態として捉

えられており，都心部再開発等によって新たな買い物場

所が出来た場合に，どのように選択肢集合に取り入れら

れるのか，といった選択肢集合の動的側面に着目したも

のではない． 
一方，マーケティングと消費心理学分野でも選択肢集

合に関する研究が数多く行われてきた．ある選択肢を評

価する際に必要とする労力と，この選択肢を選択肢集合

に入れることによって生じた利益のバランスに注目する

費用便益アプローチ6), 7)と，個人の要求認識，情報探索，

評価という情報処理プロセスに注目する情報処理アプロ

ーチなどがある8), 9)． 

本研究では，意思決定者が認識する選択肢集合がどの

ように拡大されるのか，とりわけ新たな選択肢はどのよ

うな場合に追加されるのかについて，マーケティングと

消費心理学分野の知見を買い物場所選択行動に適用し，

実証分析を行う．具体的には，買い物およびレジャーな

どの非日常交通を対象とし，新しい選択肢が選択肢集合

へ追加される過程について，費用便益アプローチと情報

処理アプローチを融合した概念モデルを構築する．情報

処理プロセスにおける代表的な心理状態・段階と費用便

益アプローチにおける便益を同時に潜在変数としてモデ

ルに導入し，構造方程式モデリング手法を用いて潜在変

数間の因果関係を検証する．ここで検証する潜在変数間

の因果関係は，今後，離散選択モデルにおける選択肢集

合形成問題のより合理的な処理手法の開発のための基礎

的な知見となるものと考えられる． 
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2.  先行研究の整理 
 

 (1)   交通分野における選択肢集合問題 
 交通行動における離散選択をモデル化する際に，特に

買い物場所など物理的に利用可能な選択肢が極めて多い

場合には，選択肢集合の扱いが問題になる．通常の離散

選択モデルでは，個人の選択肢集合がどのような選択肢

によって構成されているかを明確に把握することがモデ

ル構築の前提である．ランダム効用最大化理論で表され

る選択とは，意思決定者が選択を下す際に，比較あるい

は考慮する選択肢で構成された選択肢集合からの選択で

ある10), 11)．個人が利用不能あるいは全く考慮していない

選択肢を含む選択肢集合を仮定してモデルを推定した場

合，パラメータ推定値にバイアスを生じたり，予測の段

階にも誤った予測値をもたらす恐れがある．しかし，現

実には個人の心の中にある選択肢集合の情報は分析者に

とって入手困難であるため，一般的には，その個人にと

って物理的に選択不可能な選択肢，例えば，免許を保有

しない個人に対して自動車利用を交通手段選択の選択肢

集合から外す程度に止まっている． 
 買い物目的地選択あるいは経路選択など選択肢の数が

膨大である場合に，問題がさらに難しくなる．選択肢集

合のサイズが大きすぎ，推定が困難となる実務上の問題

に対しては，複数の選択肢を統合して一つとする手法，

または，選択肢のサンプリングによって選択肢数を抑え

る手法など比較的容易に扱える対応方法がある．だが，

膨大な選択肢にIIA特性が成り立つかどうか，果たして
巨大な選択肢集合の情報をすべて考慮したうえ選択をす

る人がいるかどうかなど根本的な理論上の問題が指摘さ

れている12)．この点から選択肢集合の絞り込み過程を明

示的にモデル化する方法が開発された．モデルの予測能

力の向上が確認でき6), 13), 14)，観光目的地選択行動に応用

した事例も報告されている2)．また，非集計型モデルに

限らず，集計型目的地選択モデルにも選択肢集合の形成

を考慮した研究が報告されている5)．これらの手法では

個人の選択行動が，選択肢集合の形成と選択肢集合が所

与の元での選択行動，という2段階から構成されている
と仮定する．そして，選択肢集合の形成段階，つまり選

択肢の絞り込みには，近年の研究では，すべての属性の

トレードオフを考えて総合的に評価する補償型の意思決

定よりも，より簡略な非補償型のルールが用いられてい

ると考えられている3), 4)．その中には，評価される属性

のすべてが閾値を越えた場合のみ選択肢集合に選別され

る「連結型」，１つでも閾値を越えれば選別される「分

離型」，評価要素の線形和が閾値を超えれば選別する

「簡易補償型」，などの意思決定方略が用いられている．  
 これらの離散選択モデルの枠組みの先行研究は，全選

択肢と最終選択結果を基に行われており，モデルの最終

選択結果に対する説明力を高めることが目的であり，中

間段階の選択肢集合の特定を目標としたものではない．

そのようなスタンスから，選択肢集合の形成と選択肢集

合からの選出を統合したモデル15), 16)も提案されている．

だが， Miller 17)が指摘したように，多くの場所について

は名前を知っているが，場所のサービスレベルなどの属

性を知らない場面におかれている消費者は，実際に2段
階の行動をしていると考えられる．その場合の消費者の

意識決定過程を忠実に追うことで，消費者心理内部行動

を観察することが効用最大化理論を基礎とする離散選択

モデルの更なる改善に知見を提供することが期待される．

特に，個人が持つ選択肢集合を状態として捉えるだけで

なく，選択肢集合の拡大過程といった動的な側面に着目

することで，新たな選択肢がどのような場合に選択肢集

合に追加されるのかに関する理解を深めることが可能と

なる． 
 
(2)   マーケティングと消費心理学分野の選択肢集合に関
する研究 
 消費者の購買行動プロセスに選択肢集合生成段階があ

ることはマーケティングと消費心理学分野の従来の認識

である．Howard 18)が初めて想起集合(evoked set)という概
念を導入した．学習理論アプローチに基づいた消費者意

思決定のプロセスを最も詳細にかつ網羅的に扱った概念

モデル－Howard and Shethモデルでは，「選択基準」とい
う学習段階に注意された選択肢が consideration set に入る
かどうか決められ，次のブランド理解段階に 
consideration set に入っている選択肢に関する知識を学習
して，想起集合(evoked set)に入るかどうかが決められる
ことが主張されている．このアプローチでは効用最大化

に関して言及していないが，想起集合を消費者が購買労

力を減らすための存在であると位置付けている．

Howard and Sheth モデルはこの数十年間のマーケティング
分野と心理学分野における消費者行動の研究の基礎とな

っており，彼らが導入した選択肢集合概念もこの両分野

の研究対象として，費用便益アプローチおよび情報探索

アプローチによる研究が数多く行われた． 
費用便益アプローチでは，費用はある選択肢を評価す

る際に必要とする労力，便益はこの選択肢を選択肢集合

に入れることによって生じた利益と考えている6), 19), 20)．

新たな選択肢の導入によって得られる便益は逓減すると

考えられるのに対し，新たな選択肢の評価費用は相対的

に一定であると考えられる．したがって，最適な選択肢

集合サイズが存在するといえる．このアプローチの最も

重要な特徴は消費者が選択肢集合を形成する時，合理的

な効用最大化行動をしているという観点である．意思決
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定および評価コストの小さい選択肢が選択肢集合に入り

やすく，消費行動が置かれる状況のバラツキが大きけれ

ば大きいほど，選択肢集合のサイズが大きい，などの傾

向が確認された．そして，離散選択モデルの場合に，選

択肢集合拡大による便益を拡大前後のログサムの変動に

よって表現する手法がRoberts and Lattin 19)より提案された．

つまり，離散選択モデルとしてロジットモデルを仮定す

ると，ある選択肢集合 C の期待最大効用，EU(C) は以下
の式で表される． 

))exp(ln()( jCj
VCEU

∈
Σ=  (1a) 

ここで Vj は選択肢 j の効用の観測可能な部分を表す．す
ると，選択肢 i をこの選択肢集合に追加することによる
全体効用の増加分，Benefit(i) は以下の式で表される． 

)()()( CEUiCEUiBenefit −∪=  (1b) 

このように効用をログサム変数で表すことが交通プロ

ジェクトの評価でも頻繁に行われている，Willliams 21)が

政策施行前後におけるログサム変数の変化が消費者余剰

の変化に等しいことをおおよそ30年前に示している．こ
の意味で，選択肢集合変動の便益にログサム変数を用い

て表現することは妥当性が高いと考えられる．． 
一方，情報処理アプローチでは，ある選択肢に対して

選択肢集合に入るか，または最後に選ばれるかを決定す

る要因に着目している．このアプローチの基礎である

EBMモデル22)と呼ばれる意思決定の概念モデルは 
Howard and Sheth モデルと異なり，情報処理パラダイムを
反映し，記憶と情報処理などの認知的なメカニズムによ

って購買の過程が記述されてきた．包括的なEBMモデ
ルで表された意思決定過程の中の情報探索プロセスに集

中した研究も行われている23), 24), 25)． 
図-1はEBMモデルにおける情報探索プロセスに関する
意思決定のフローを示したものである25)．図に示したよ

うに，情報処理アプローチに基づいたモデルでは，意思

決定者が問題を認識してから，まず内部情報探索を行い，

その内部情報探索の結果，自分にとって必要な情報を得

られなかった場合には外部情報探索を行う；反対に，内

部情報探索結果が十分であった場合，外部情報探索が行

われず，内部情報探索のみで次の段階へ進むと仮定され

ている．ここで内部情報探索とは自分の記憶あるいは身

近な環境からの情報探索；外部情報探索は市場から情報

を探索することを意味する．交通行動における場所選択

においてもこのような情報探索が行われていることが確

認されている8), 9)．すなわち，消費者が外部情報探索を

行わない限り，新規商業・交通施設が建設されても，消

費者に考慮されないことを示している．したがって，い

かに消費者の外部情報探索を刺激して，新規施設を消費

者が持つ選択肢集合に追加してもらうかが都心部活性化

等の成功のために重要な課題であることが理解される． 
上記の費用便益アプローチと情報探索アプローチを統

合したモデルの試みと捉えることの出来る分析もArentze
らにより報告されている26) ．彼らは情報探索傾向および
信念などのこれまで考慮されることのなかった要素をパ

ラメータとして離散選択モデルに導入しており，費用便

益アプローチをベースに情報探索アプローチを加えた手

法だと位置付けることができる．ただし，パラメータを

仮定したシミュレーション分析であり，実際の行動デー

タを用いて妥当性を確認したものではない．それ以外に

も，Gursoy and McClerty 27)が熟知性と専門性概念を導入し，

費用便益アプローチの知見を多く取り入れ，合計21個の
仮定をまとめて，情報探索に関する包括的な概念モデル

を構築した．しかし，まだ理論段階に止まっており，実

証研究が期待されるところである．本研究はこのような

情報探索アプローチと費用便益アプローチを統合した概

念モデルを買い物場所選択行動に適用し，実際の行動デ

ータ，及び意識データを用いてその有効性を実証する試

みを行う． 
 

 
3.  分析 
  
 (1)   概念モデル 
 本研究では, 交通新施設，新政策の効果が十分発揮
できるかどうかに重要な意味を持つ新たな選択肢が意思

決定者の選択肢集合に追加される過程を対象に，費用便

益アプローチと情報処理アプローチの先行研究で得られ

た様々な知見からそれぞれの最も核心的な部分を抽出し，

両者を統合した概念モデルを構築する．本研究で提案す

るモデルは，情報処理過程の代表的な心理状態（段階）

である内部情報探索に対する満足度，外部情報探索と新

たな選択肢への関心と，費用便益理論の核心である新た

な選択肢が選択肢集合に入る便益という4つの潜在要素
の因果関係によって構成される．  
選択肢集合概念を情報処理アプローチの枠組に当ては

めると，内部情報探索段階に考慮されたすべての選択肢

をさす．ここで，図-1を参照しながら，選択肢集合の拡

内在情報探索の
みで問題の解決
ができるか

問
題
認
識

内在情
報探索

外在情報探索

意思決定

知識 検索能力

Y

N

意思決定

図-1  意思決定過程のフロー図 （竹村25)） 
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大過程についてあらためて整理する．はじめに，現有の

選択肢集合に対する内部情報探索段階で満足している場

合，外部情報探索は発生しないこととなる（内在情報探

索のみで問題解決ができる⇒意思決定）．次に，内部情

報探索段階で満足できなかった場合，外部情報探索が行

われ（内在情報探索のみで問題解決ができない⇒外在情

報探索），外部情報探索で有用な情報が得られることに

よって，新しい選択肢に関心が発生し（知識），次回の

内部情報探索段階にその選択肢が考慮されるようになる．

一方，費用便益理論の枠組みでは，選択肢集合の拡大は

その拡大によって十分な便益が見込まれる場合のみ発生

するとなっている．二つの理論を融合的に考えると以下

のことが言えよう．すなわち，新たな選択肢が選択肢集

合に入るためには，十分な便益の見込みが必要であるが，

それだけでは新たな選択肢は必ず追加されるとは言えず，

新たな選択肢についての情報を意思決定者が知らない時

には追加されないため，外部の情報を知るための情報探

索行動が必要不可欠である．これらの関係を表現した

図-2では，内部情報探索段階での現有選択肢集合に対す
る満足度を「満足度」，外部情報探索を「情報探索」，

新しい選択肢への関心を「関心発生」，新たな選択肢を

選択肢集合に追加した場合の便益を「追加便益」とそれ

ぞれ名付けた．以下ではこれらの用語を用いる． 
 

四つの潜在要素の関係について，①現有選択肢集合

に対する満足度が低いと外部情報探索行動が活発になり

やすい；②新たな選択肢を選択肢集合に追加した場合の

便益が高いと新しい選択肢への関心が発生しやすい；③

しかしながら，②の成立には情報探索を必要とし，情報

探索が活発化している個人場合のみ便益が関心発生に影

響を与える と三つの仮説を提案する．仮説と対応して，

図-2の矢印に番号を振った．矢印③に破線を使用したこ
とは矢印②が情報探索に影響され，情報探索の強い場合

のみ矢印②が存在することを意味する． 
本研究では，このような仮説を基に，四つの潜在要

素を潜在変数とし，構造方程式モデルを構築する．具体

的には第2世代構造方程式モデリング手法と呼ばれる離
散的潜在変数と連続的潜在変数を同時に導入できる「潜

在混合分布モデル」を解析モデルとして採用する． 

潜在混合分布モデルでは被験者は単一の母集団から

構成されておらず，ある基準による潜在的な異なる複数

の母集団から構成されているものとする28), 29)．本研究で

は，情報探索の活発さという潜在変数を基準に，被験者

を情報探索の活発クラスとそうでないクラスに分ける．

すなわち，仮説① ‘現有選択肢集合に対する満足度が
低いと外部情報探索行動が活発になりやすい’は全被験

者に言えると設定するが；仮説② ‘新たな選択肢を選
択肢集合に追加した場合の便益が高いと新しい選択肢へ

の関心が発生じやすい’は仮説③に基づき，情報探索活

発クラスのみに当てはまると設定する．このような設定

でモデルが実際のデータから実証できれば，三つの仮説

が同時に支持されたと判断できる．次のステップでは，

実際の調査データを用いて，潜在変数を測定するための

測定指標を見つけ，潜在変数に影響を与えそうな外生要

因も取り入れ，モデルの検証を行う． 
 

(2)  用いたデータ 
本研究では，鉄道事業者の企画部門であるJR東日本
企画が2001年に実施した「関東移動者調査’01」という
アンケート調査データを用いる．この調査は東京駅を中

心とした半径70km圏において，12～69歳の男女を対象に
実施されたものである． 1998年に実施された同社によ
る類似調査の被験者を対象にアンケート用紙を郵送する

という方法を採用しており，1998年の調査の抽出方法は
無作為の2段抽出法であった．調査には被験者3047人の
移動・買い物行動のログデータ，個人属性データ，日常

の生活意識・行動データ，関東圏の主なターミナルと娯

楽地に対する意識データ，等が含まれている． 
移動・買い物行動データは被験者の1週間の全ての移
動と買い物の交通手段，鉄道の場合の利用路線と駅，買

い物品目，移動費用などのログである． 
日常生活意識・行動データでは，質問項目に対し，

被験者に“あてはまる”，“ややあてはまる”，“あま

りあてはまらない”，“あてはまらない”から選択させ

る方式を採用している．たずねた質問には，“駅にある

広告やポスターを良く見るほうだ”などの情報探索行動

に関する項目や，“新商品を見かけても、使い慣れた商

品を選ぶ”など被験者の性格を伺う項目も含まれている． 
場所に対する意識データには， 23個のターミナルと

16個の娯楽地が調査に取り上げられており，すべて鉄道
によるアクセス便利な場所となっている． 
ターミナルと娯楽地は商業施設が集中している場所で

もあるため，人々の買い物トリップの目的地としても考

えられる．被験者の上記の場所に対する意識は16個のイ
メージ描写（若々しい，明るい等；表-1を参照）に対す
る賛否によってたずねられている． 

 
図-2  潜在要素の関係図 

満足度

情報探索

追加便益

1

2

3

関心発生
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このような質問の回答から個人があるターミナルある

いは娯楽地をどのように評価しているか，またはどのく

らい知っているかが伺える．そして，これらのターミナ

ルと娯楽地の利用経験も同時にたずねたため，その場所

が個人の買い物・レジャー目的地選択肢として考慮され

たかどうかも推測できる．本研究では，認知はされても

効用が低いために選択される可能性のないような選択肢

は選択肢集合とみなさず，結果として選択される可能性

のある選択肢のみを選択肢集合とみなす，という考え方

に基づいて分析を行っているため，ここでは，1年以内
に利用された場所はその個人が当時に持つ選択肢集合に

入っている選択肢であり，逆に1年以内に利用した経験
のない場所は当時の選択肢集合に入っていなかったと定

義する．以後の分析では，アンケート調査にあげられた

39箇所を選択肢の全集合とし，被験者毎に1年以内に利
用されたか否かによって現在の選択肢集合とその補集合

を分け，両者の関係から分析を進める． 39箇所を全選
択肢集合とみなしたことは調査上の限界でもあるが，関

東地域の大きなターミナルと娯楽地がほとんど含まれて

いることから，一定の妥当性を持つと考えられる． 
測定指標については，‘最近一年以内に利用したタ

ーミナルについて，一箇所当たりの肯定的なイメージを

持っている項目の数’と‘最近一年以内に利用した娯楽

地に対して，一箇所当たりの肯定的なイメージを持って

いる項目の数’を計算し，現在の選択肢集合に対する満

足度という潜在変数の測定指標とする．同様に，‘利用

した経験のないターミナルについて，一箇所当たりの肯

定的なイメージを持っている項目の数’と‘利用した経

験のない娯楽地に対して，一箇所当たりの肯定的なイメ

ージを持っている項目の数’を新たな選択肢への関心発

生という潜在変数の測定指標とする．‘駅にある広告や

ポスターを良く見る’， ‘電車に乗っているとき車内
の吊り広告などをよく見る’， ‘携帯電話の情報サー
ビスで情報を収集することがよくある’という三つの質

問に対する回答を情報探索という潜在変数の測定指標と

する．動的過程の観点から測定指標の時間上関係を見る

と，過去一年の利用状況は最も古い心理状態を表してお

り，現在の場所への評価は最新の心理状態である．そし

て，日常的な行動が常に行っているため，その間の心理

状態を表しているとみなせる．従って，本研究で設定し

た三つの潜在変数は選択肢集合の追加プロセスという動

的過程を表現するには適切であるといえる． 
アンケートに使用した質問項目と回答の分布状況は

表-1で示す．このように複数の項目を1つの指標に統合
する際に，妥当性と信頼性の観点から項目間の回答の相

関を確認する必要があるため，ここでは，式(2)で与え
られるクロンバックの α 係数を求めた． 
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(2) 
ここで，k は項目の数，σi は項目 i の標準偏差，σx は全

項目の尺度値を合計した値の標準偏差，ρij は項目 i と項
目 j の相関係数を表す． 
クロンバックのα 係数は0.7程度以上であれば統合に問
題はないとされており，計算の結果，ターミナルと娯楽 
地についてそれぞれ0.775，0.726であっため，統合に大
きな問題がないことが確認された． 
情報探索という潜在変数の測定指標については，調査票

にある日常生活における情報探索行動に関する質問項目の

回答を使用する．また，潜在変数へ影響を与える外部要因

については，年齢などの個人社会属性と被験者による自分

の性格についての自己評価を用いる． 
追加便益という潜在変数の測定については，前述のよう

に離散選択モデルのログサムの差によって表現するため，

別途に以下に述べる離散選択モデルを構築した． 
 

(3)  便益を計算するためのサブモデル 
選択肢が選択肢集合に入ることによって生じた便益

を期待効用理論によって表現すると，その選択肢が入る

前と入った後の選択肢集合の期待最大効用の差がその追

加便益であると表現できる．選択肢集合の期待最大効用

は離散選択モデルのログサム変数である． 
従って，便益を求めるためには，サブモデルとして，

消費者の買い物場所選択行動を表現する離散選択モデル

を構築する必要がある．本研究に用いられたデータには

表-1  使用した意識データの項目と回答の分布 

 質問 ターミナル 娯楽地 

  Mean SD Mean SD 

Q1 若々しい 0.331 0.109  0.399  0.159 
Q2 情報が豊富 0.320 0.103  0.341  0.117 
Q3 面白い 0.288 0.083  0.395  0.156 
Q4 便利 0.392 0.153  0.288  0.083 

Q5 流行を感じさせ
る 

0.279 0.078  0.424  0.180 

Q6 明るい 0.280 0.078  0.389  0.151 
Q7 広告が楽しい 0.216 0.046  0.203  0.041 
Q8 規模が大きい 0.389 0.151  0.422  0.178 
Q9 機能的 0.295 0.087  0.270  0.073 
Q10 近代的な 0.266 0.071  0.383  0.147 
Q11 人にやさしい 0.136 0.019  0.155  0.024 

Q12 催し物イベント
が豊富 

0.250 0.063  0.300  0.090 
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実際の買い物行動も記録されているため，意識データと

同一の個人の選好を表す離散選択モデルの構築が可能と

なる．ここで，多項ロジットモデルを構築し，推定され

たパラメータを利用して，ログサム値を求める．最近一

年に利用した経験のあるターミナルと娯楽地のログサム

値を現有選択肢集合の効用，調査票で挙げられていた全

39個のターミナルと娯楽地のログサム値を存在する全選
択肢の効用とし，その差分をその個人の選択肢集合が拡

大した場合の便益とした． 
買い物行動データには，新聞，ジュースなど日常品

の購入も記録されているが，品目によって選好が異なる
30)ため，ターミナルと娯楽地での買い物がより多く実行

されている非日常品データのみを抽出した．ここでの非

日常品には，衣料品，土産物，化粧品，医療品，雑貨が

含まれる． 
本研究では，鉄道による買い物行動を分析対象とし

たため，3(2)で述べた有効回答サンプルのうち，鉄道利
用に抵抗が少ないと考えられる鉄道通勤者に限定し，さ

らに，調査期間中に鉄道による上記の品目購入が発生し

た397ケースを対象としてモデルの推定を行っている．
調査期間中に複数回の買い物行動が確認されたケースに

ついてはそれぞれの購入を1ケースとして独立に扱って
おり，繰り返し観測に伴う影響については考慮していな

い．鉄道利用者のデータを用いているため，サブモデル

の選択肢は鉄道駅とした．従って，ターミナルはその駅，

娯楽地はその最寄駅とした．選択肢集合については，自

宅最寄り駅，勤務地最寄り駅，乗換駅，通勤経路以外の

多くの別駅，の4種類とした．通勤経路以外の別駅につ
いては，その個人が調査期間に買い物をした駅のすべて

は選択肢集合に含まれるが，推定労力を削減するため，

選択肢サンプリング手法により，1駅を無作為抽出して
推定に用いた．また，通勤経路で乗り換えを複数回行う

場合には，同様に1駅を無作為に抽出した．多項ロジッ
トモデルにおける選択肢サンプリング手法の妥当性，す

なわち無作為抽出したサンプルを用いて推定を行っても，

パラメータ推定値にバイアスが生じないことは 
McFadden 31)により証明されている．説明変数には，商業

サービス水準，アクセス時間，個人社会属性，個人の習

慣などが導入された．また，駅の商業サービス水準には，

その駅を中心とした500メートル半径のゾーンにおける
商業施設の売り場面積を使用した．推定結果を表-2に示
す．モデルの詳細については李ら29)を参照されたい．  
 表-2のパラメータを使用して，調査票で挙げられてい
た全39個のターミナルと娯楽地（存在する全選択肢の集
合）のログサム値から，最近一年に利用した経験のある

ターミナルと娯楽地（現有選択肢集合）のログサム値を

引いたものをその個人の選択肢集合が拡大した場合の便 

 
益とし，次の段階の潜在混合分布モデルの推定に用いる．

ここで，現有選択肢集合に含まれていないターミナルや

娯楽地の中には，情報不足のため選択肢に入っていない

場所と十分認知しているものの効用が低いために選択肢

に入っていない場所の両者が含まれる．このうち，外在

情報探索の結果，選択肢集合に含まれる可能性のあるの

は前者のみであり，便益の算出の際に両者を含めるのは

便益を過大評価することとなる．しかしながら，後者は

もともと効用が低いためログサム値の上昇もわずかと考

えられ，その影響は小さいものと考えられる．ただし，

そのような場所が数多く含まれている場合には，その影

響が無視出来ない可能性もあり，結果の解釈に注意が必

要である．また，効用関数そのものも現有選択肢集合に

対して推定されたものであり，それ以外の場所に対して

適用可能である保証はない．これらについてはパネル調

査等により選択肢集合が拡大した場合の効用関数の安定

性を今後明らかにする必要がある． 
 
(4)  潜在混合分布モデルによる仮説の検証結果と考察 
  

便益は前節の買い物離散選択モデルのログサムによっ

て計算されたため，構造方程式モデルにおいては，便益 

 

図-3  構造方程式のパスダイアグラム 

期待効用の増分
（離散選択モデル
のlogsumの差）

満足度

情報探索

追加便益

測定指標測定指標

1

2

3

関心発生 測定指標測定指標

測定指標測定指標

外部要因外部要因

表-2  場所選択多項ロジットモデル 

説明変数 
最

寄 

勤

務 

乗

換 

別

駅 
推定値 t値

定数項  ○   -0.954 -5.10 
定数項   ○  -0.309 -1.25 
定数項    ○ 1.13  6.81 
買い回り品業種売場面積(Ha) ○ ○ ○  0.502 4.23 
アクセス時間(hour)＊平日ダミー    ○ -2.25 -4.97 
弁当類の購入場所の習慣ダミー ○ ○ ○ ○ 0.871 2.14 
乗換え待ち時間(hour)   ○  0.408 3.11 
男性ダミー    ○ 0.532 2.16 

サンプル数 397 
修正ρ2 0.213 
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という潜在変数の測定は不要になり，通常の外生変数と

して扱えるようになる．構造方程式モデルのパスダイア

グラムを図-3に示す．また，構造方程式モデルを構成す
るすべての変数を表-3にまとめる． 
 

表-3  構造方程式モデルに用いた変数 
潜在変数  

満足度 利用している買い物・娯楽場所に対する満足度 

情報探索 
外部情報探索．普段の生活に情報探索行動を行

っているか 

関心発生 利用していない買い物・娯楽目的地への関心 

追加便益 
新たな選択肢を選択肢集合に追加した場合の便

益．（別途計算，一般外生変数扱い） 

測定指標  

満足度測

定-1 

最近一年以内に利用したターミナルについて，一

箇所当たりの肯定的なイメージを持っている項目

の数 

満足度測

定-2 

最近一年以内に利用した娯楽地に対して，一箇

所当たりの肯定的なイメージを持っている項目の

数 

情報探索

測定-1 
駅にある広告やポスターを良く見る程度 

情報探索

測定-2 

電車に乗っているとき，車内の吊り広告などをよく

見る程度 

情報探索

測定-3 

携帯電話の情報サービスで情報を収集することが

よくあるという程度 

関心発生

測定-1 

利用した経験のないターミナルについて，一つ当

たり肯定的なイメージを持っている項目の数 

関心発生

測定-2 

利用した経験のない娯楽地について，一つ当たり

肯定的なイメージを持っている項目の数 

外部要因  

年齢 年齢20歳以下ダミー 

性格（こだ

わり） 

商品やお店について，こだわりがあるタイプの程

度 

性格（情

報敏感） 

評判の商品やお店は自分で試して確かめるタイプ

の程度 

 

本研究で用いた潜在混合分布モデルでは，潜在変数

‘情報探索’によってサンプルの潜在帰属が決まるため，

情報活発クラスと不活発クラスの構成確率を ω1 と ω2 と

すると，観測変数の分布は 

),|(),|()( )2()2(
2

)1()1(
1 σµωσµω xNxNxf += (3a)  

となる．式(3)の x は観測変数のベクトルであり，N(⋅) は
多変量正規分布の密度関数である．従って，x の全サン
プルの実現値の尤度は 

∏
=

=
N

i
ixfXf

1

)()(             (3b) 

である（N はサンプル数）．本研究では，統計分析用
アプリケーションMplus を使用してパラメータの最尤推
定値を求めた．推定には前述のサブモデルの推定に用い

たサンプルと同様のサンプルを用いた． 

まず，用いた測定指標の推定結果を確認する．表-4に
示したように，推定した潜在変数と測定指標の係数は全

て予想通りの符号で有意に推定され，選ばれたそれぞれ

の潜在変数の複数の測定指標に問題がないことが確認さ

れた．  

続いて，モデルに独立している外生要因が潜在変数に

与えている影響の推定結果を考察する．表-5に示したよ
うに，若い人が現在の選択肢集合へ満足しやすい傾向が

示された．20歳以下の若い世代が経済能力と活動範囲に
制約が大きいため，ターミナルと娯楽値の利用経験が比

較的少ないので，限られた経験に対して高く評価する可

能性があると伺える．逆に考えると，経験の多い中高年

世代から高い評価を得るためには，より一層の努力を払

う必要があることが示された．異なる二つの性格タイプ

が情報探索活動に同様に肯定的な影響を与えているのが

意外だが，情報に敏感なタイプは当然，情報探索が活発

であると考えられるのに対して，商品やお店についてこ

だわりがあるタイプも満足できる商品やお店を見つける

ために，情報探索が活発になることも考えられる． 
最も重要な三つの仮説を基に仮定した変数間関係の推

定結果については，全被験者が共通する満足度から情報

探索への影響を表す偏回帰係数は-0.168と推定され，t値
は-3.76であったため，仮説①‘現有選択肢集合に対する
満足度が低いと外部情報探索行動が活発になりやすい’

が支持されたといえる．また，仮説②と仮説③について

は，情報探索の活発さによってクラス分けした結果と便

益が関心発生への影響の推定結果を表-6に示す． 
 

 

表-4  測定指標の推定結果 

測定指標  推定値 t値 
満足度測定-1 1.00  --  
満足度測定-2 0.757 3.45  
情報探索測定-1 1.00  --  
情報探索測定-2 0.657 5.76 
情報探索測定-3 0.401 3.94 
関心発生測定-1 1.00 --  
関心発生測定-2 0.906  8.26 

 

表-5  客観的属性と潜在変数の関係の推定結果 
（カッコ内は t値）

満足度 情報探索 関心

年齢 20歳以下 0.362 (2.92)  -  - 
性格(こだわり) -  0.063  (2.15) - 
性格(情報敏感) -  0.064  (2.20)  -
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表-6に示したように， 86.6%の被験者が情報探索行動
の活発クラスに属すると推定され，そのクラスの個人で

は，追加便益が関心発生への影響は 0.110（t値 2.47）と
推定された．そして，追加便益が関心発生に影響しない

と設定した情報探索不活発クラスの人数の割合は 12.3%
であると推定された．この結果は仮説②‘新たな選択肢

を選択肢集合に追加した場合の便益が高いと新しい選択

肢への関心が発生じやすい’と仮説③‘関心発生に情報

探索も不可欠であり，情報探索が相対的に活発している

個人だけに便益が関心発生に影響を与える’と一致する

ことを指示する．しかし，このモデルでは，情報探索不

活発クラスに便益が関心発生に影響しないと分析者が強

制的に設定したため，この制約条件を解放した場合に異

なる結果になる可能性はまだ否定できない．そこで，仮

説の有効性を確かめるために，クラスを分けるが，強制

的な設定をしない潜在混合分布モデルとクラス分けを行

わない一般の構造方程式モデルをそれぞれ構築し，提案

したモデルの推定結果と比較した． 
両モデルの推定結果とも他のパラメータの推定値と t
値は提案モデルとほとんど変わらなかった．そして，強

制設定しない潜在混合分布モデルでは，追加便益の関心

発生への影響について，活発クラスは 0.129（t 値
2.717），不活発クラスは 0.253 （t値 1.334）と推定され
た．これより，不活発クラスにおいて追加便益が関心発

生に及ぼす影響は有意でなく，仮説③の有効性が確認さ

れた．一方，一般モデルでは，全サンプルに追加便益と

情報探索がそれぞれ単独に関心発生に影響を与えると設

定したが，追加便益の関心発生への影響は 0.067（t 値
1.042）と推定された．これは，一部の個人においては
便益が関心発生へ影響するが，影響していない個人が混

在してしまうため，バラツキが大きくなり，t 値が有意
でなくなったものと考えられる． 
また，一般モデルにおける情報探索の関心発生への

影響は 0.242（t 値 0.938）と推定された．情報探索が単
独で関心発生に影響することが有意でなかったことは情

報探索が必ずしも新しい選択肢の関心を引き起こすこと

はなく，その新しい選択肢にある程度の優れた点がない

と，消費者が目にしても関心は発生しないことを意味す

る． 

表-7  モデルの適合度指標 
統計量 
提案モデル 

AIC 5510.255
BIC 5647.228
比較用MIXTUREモデル 

AIC 5509.585
BIC 5650.471
比較用一般モデル 

AIC 8236.853
BIC 8326.864
RMSEA 0.048
CFI 0.946

 
モデル全体の適合度を評価する際にも比較モデルの

適合度指標が参考になる．三つのモデルの適合度指標を

表-7 にまとめた．比較用一般構造方程式モデルの
RMSEAと CFIがそれぞれ 0.048，0.946と望ましい値であ
り，モデルの分布と真の分布の乖離が小さいことが分か

った．潜在混合分布モデルの構造はクラスわけ以外につ

いて比較用の一般構造式モデルと構造が全く同様である

ため，モデルの構造に大きな問題はなかったと理解でき

る．次に，二つの潜在混合分布モデルの AICと BIC を
比較する．標本数が多い場合，自由度の小さいモデルの

AICがよくなる傾向があるといわれている 32)．比較用潜

在混合分布モデルでは強制的な設定を外したため，自由

母数が１つ増え，AICが若干有利な値になったと考えら
れる．標本数の影響を抑えた指標 BIC を基準とすると，
BICの小さい提案モデルが最も良いと判断できる． 
本モデルは商業施設と娯楽地の集客に新しい視点を提

供するものである．この数年，公共交通機関利用促進を

目的に，公共交通によるアクセスの便利な場所に商業・

娯楽施設を立地する事例が全国に多数にある中，優れた

サービスレベルを持っているのに利用客の伸びに悩んで

いるところも少なくない．第2章で示したように，消費
者の選択肢集合に入ることが来訪してくれる前提である．

消費者が新規施設を現存施設より魅力的だと感じない場

合には，この新しい選択肢が消費者の選択肢集合に入っ

た場合の期待最大効用の増分が小さいため，選択肢集合

に入れてもらうのが困難である．したがって，利用者の

ニーズを分析し，新規施設のサービスレベルの改善によ

って利用者の追加便益を高めることが重要である．一方，

情報処理アプローチの観点から，サービスレベルがいく

ら向上しても消費者に認識されない限り，集客が期待で

きないことがわかる．PR活動，広告などの情報提供を
行い，施設の属性を社会に発信することが極めて重要で

あり，情報提供が不足している，あるいは提供した情報

が消費者に到達していないのも新規施設の集客力不調の

原因の一つだと十分考えられる．情報源と情報量が溢れ

表-6  二つのクラスの人数，比率および違い 
（カッコ内は t値）

 情報探索活発 
クラス 

情報探索不活発

クラス 
人数・割合 320.448  86.6%  49.552 13.4% 
便益が関心発

生への影響 0.110  (2.47)  0 ---
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ており，情報が簡単に埋没されてしまう現代社会では，

いかに情報提供の効果を向上するかがサービス自体の向

上と同様に肝心なことである．本研究では情報処理プロ

セスにおける満足度の役割と一部の個人属性の影響を定

量的に把握した．これらの結果は，消費者の情報探索プ

ロセスを理解した上で情報探索が行われそうなセグメン

トを効率的に発見したり，情報提供を効果的に行うこと

が可能となることを示唆する． 
 
 

4.  おわりに 
 

本研究では，選択肢集合の拡大過程を対象に，情報処

理アプローチと費用便益アプローチのそれぞれの核心的

知見による統合的な概念モデルを提案した．そして，買

い物などの非日常交通の目的地選択の選択肢集合に適用

し，行動データと心理データを併用し，概念モデルの検

証を行った．分析結果より，費用便益アプローチに基づ

き提案した選択肢集合拡大前後の期待効用の増分が選択

肢集合の拡大に正の影響を与えるという仮説，情報探索

アプローチに基づき提案した現有選択肢に対する満足度

が情報探索の活発さに影響するという仮設と選択肢集合

拡大の便益が高い場合でも情報探索が行われないと新選

択肢への関心が発生しないという仮説が同時に支持され，

両アプローチの有効な融合が実現できたといえる．また，

これまでの研究でいくつかの総合的な概念モデルが提案

されているが，その検証が必要とする現在において，本

研究で実際の交通行動データを用いた実証分析でその有

効性を確認したことは有意義であろう． 

選択肢集合の扱いは交通分野の従来からの難題であり，

本研究は直接に選択肢集合の特定手法の開発まで至って

いないものの，マーケティングと消費者心理学など他分

野の研究成果を活用し，選択肢集合形成プロセスへの理

解を深めることは今後，人間の意思決定の現状により近

づくことのできる交通行動モデルの開発に有益な知見を

提供したといえる．  

消費者の情報処理プロセスに関する理解は実務におい

ても有用である．制度，財源と空間上の制約があるため，

施設のサービスレベルの向上には限界がある．しかし，

情報提供に工夫し，限られた資源を特定な対象に集中し，

最適な媒体と効率的な形式で発信することによって，集

客効果を高めるポテンシャルがまだ十分にある．交通施

設に限らず，新たな政策，新商品にも同様なことがいえ

る．今回のモデルで確認された情報探索の影響要因は少

ないものの，消費者の情報探索プロセスに着目する政策

分析の将来性を示すことができた． 

最後に，本研究では，離散的潜在変数を含む潜在混合

分布モデルを用いることによって，従来の一般構造方程

式モデルでは表せなかった情報探索行動と便益の交互作

用の構造を明確に表現できた．このように，選好が異な

ると分かっているが，その基準が潜在的であるため，通

常の判別分析によるセグメンテーションが困難な場合に

この分析手法が有効であることを改めて示した．また，

潜在混合分布モデルの適用によって，情報探索不活発ク

ラスの存在を確認できたこと自体も一つの成果としてあ

げられる． 

今後，効率的に情報提供するための政策提案を念頭に

置き，モデルにより多くの要素を取り入れることが大き

な課題である．本研究で用いた調査データには，被験者

の情報探索行動については各情報媒体の大まかな利用状

況しかたずねておらず，情報探索のスタイルと接触した

情報の中身を把握してないため，モデルの更なる拡張は

困難であるが，今後，より詳細な調査を行えば，政策に

適用可能な知見が多く得られることが期待される．そし

て，このアプローチで得られた潜在変数間或いは外生要

因と潜在変数の関係についての知見を活用した需要予測

モデルの開発は将来の重要かつ挑戦的な課題である． 
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AN EMPIRICAL ANALYSIS ON THE EXPASION PROCESS OF CHOISE SET 
INTEGRATING INFORMATION SEARCH APPROACH AND COST-BENEFIT 

APPRORCH  
 

Cheng LI, Toshiyuki YAMAMOTO, Taka MORIKAWA 
 

   This paper reports an empirical investigation on the expansion process of choise set integrating the 
information search approach and the cost-benefit approach. We hypothesized that the arising of interests 
in new alternative needs both initiative information search and considerable expected benefit. The latent 
mixture distribution structure equation models are developed and verified by a data set containing 
shopping behavior and attitudes. The results supported our hypothesis, suggesting that a lower 
satisfaction with the current set will incite external information search for all subjects, and that a higher 
expected benefit of expanding the choice set could induce a higher interest in new alternatives only when 
the considerable external information search was activated. 
 
 


